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業務説明資料 

 

１ 業務の名称 

浜松市中小事業者等デジタル化支援事業費補助金事務局運営業務 

 

２ 履行期間 

契約日から令和８年３月３１日まで  

 

３ 履行場所 

浜松市内 

 

４ 審査基準 

 別紙「企画提案書評価基準」の通り 

 

５ 契約上限金額 

 10,868 千円（消費税及び地方消費税を含む）以内。 

※企画提案書提出時には参考見積書（内訳書）を提出すること 

 

６  通 則  

本業務を施行するにあたり、業務委託契約書及び本業務説明資料に基づき、委託者と常に

密接な連絡を取り、正確かつ誠実に業務を行わなければならない。 

 

７ 業務目的 

エネルギー・原材料費等の高騰の影響を受ける市内中小事業者等の賃上げ環境を整備する

ため、生産性向上に資するデジタル化支援を目的として交付する「浜松市中小事業者等デジ

タル化支援事業費補助金」について、周知、申請受付、書類審査、コールセンター業務など、

補助金事務局運営の一部を委託することにより、当該業務の効率的な処理体制を確立し、迅

速・適格な事務を推進する。 

 

８ 補助金の概要 

（1）補助内容及び補助対象者等 

 補助上限額：30 万円（補助下限額 10万円） 

※当該額に 1,000 円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）とする。 

  補助率 ：1/2 

 申請方法：事前申請のみ（郵送申請・WEB 申請） 

 想定申込件数：約 1,000 件 

 補助対象者：市内中小企業者、個人事業主 

  補助対象経費：ソフトウェア導入費及びソフトウェア導入に際して必要なハードウェア購入      

        費 
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※ハードウェア購入費のみは対象外 

・ソフトウェア： 給与システム、人事管理システム、勤怠管理システムなどのバックオフィス

業務の工数を削減するためのもの。 

・ハードウェア：パソコン、タブレットなどのソフトウェアを導入する上で必要となるもの 

 

（2）申請受付期間 

 令和 7年 7月 1日（火）から令和 7年 7月 31 日（木）までとする。 

 ただし、上記期間における申請の総額が予算額に達しない場合は、追加募集を行う場合が

ある。 

（3）その他 

   詳細は、別添「浜松市中小事業者等デジタル化支援事業費補助金要綱」のとおり。 

 

９ 業務委託概要 

  主な業務委託内容と時期は下記のとおりとする。 

スケジュールの変更等については委託者と協議すること。 

 業務内容 時期 

(1) 事務局運営業務 契約締結日～令和 8年 3月 31 日 

(2) コールセンター業務 令和 7年 6 月 30 日～令和 8 年 2月 28 日 

(3) 補助金申請受付・審査業

務 

令和 7年 7月 1日～令和 7 年 9月 30 日 

(4) 変更申請及び届出受付・

審査業務 

令和 7年 7月 1 日～令和 8 年 11 月 30 日 

(5) 中止届受付・審査業務 令和 7年 7 月 1日～令和 7 年 12 月 26 日 

(6) 実績申請受付・審査業務 令和 7年 8月 1日～令和 8 年 1月 31 日 

(7) EB データ作成業務 令和 7年 8 月 1日～令和 8 年 3月 31 日 

(8) 通知等作成及び送付業務 令和 7年 7月 1日～令和 8 年 3月 31 日 

(9) 事業周知業務 契約締結日～令和 7年 7月 31 日 

(10) 申請書類印刷・整理業務 契約締結日～令和 8年 3月 31 日 

(11) 分析業務 契約締結日～令和 8年 3月 31 日 

 

１０ 業務委託内容 

(1) 事務局運営業務 

次の業務を行うこと。また当業務に必要な全ての情報を管理・記録できる仕組みを構築し、

また、その情報について委託者の求めに応じて随時報告可能な状態とすること。 

・ 運営業務全体を統括する事務局を設置し、包括的に情報を管理し、運営を行うこと。

契約締結後直ちに事務局を開設し、委託者との調整窓口となること。 

・ 業務実施にあたり、円滑な事業実施に必要な管理職員、事務職員を確保・配置する

こと。また、上記体制が可視化できる事務局体系図を作成すること。 
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(2) コールセンター業務 

・ コールセンターは、専用の電話回線を確保した上で、補助金の申請期間などに留意

し円滑な業務遂行のために適切な人員を配置すること。また、問い合わせに対して

は誠実に応対すること。 

・ 問い合わせが多い期間は回線数を増設できる体制を構築するとし、それ以外の期間

の回線数については委託者と協議のうえ、状況にあわせて柔軟に対応すること。 

・ 問い合わせ 1件ごとに、問い合わせ者氏名、日時、問い合わせ内容、対応等を記録   

すること。（制度の案内など軽微なものを除く。） 

・ 日ごとの対応件数（問い合わせ内容の分類等）を集計し、月 1 回程度委託者へ報告

すること。 

・ 申請者から、申請に関する資料などの送付依頼があった場合、郵送又は E メールに

て送付すること。 

・ 本業務に関する問い合わせ対応（制度概要・申請手続き、発送する通知に伴うもの、

申請書等の受付・審査状況等の問い合わせ等）や不足書類の催告など、全般の対応窓

口として、コールセンターを運営すること。 

・ よくある質問を取りまとめ、FAQ を HP に掲載し、随時更新をすること。 

・ コールセンター対応にあたり、要綱等に明記がなく判断に迷う場合は、随時エスカレ

ーションシートにて市に報告すること。事務局の独断で回答しないこと。 

・ コールセンターは下記の日程にて運用すること。 

開 設 期 間（予定） 時 間 備 考 

令和 7年 6月 30 日～ 

    令和 8年 2月 28 日 
提案内容による 

年末年始

（12/29～1/3）

を除く。 

 

(3) 補助金申請受付・審査業務 

申請書等の受付・審査については、1日あたりの受付件数を予測し、遅滞なく処理できる体

制を整えること。また、申請書等の提出状況を踏まえ、適宜処理件数を調整して早期に審査が

完了するよう柔軟に対応すること。 

当該業務詳細は以下のとおりとする。 

 ①申請受付 

 ②申請者台帳作成・管理  

 ③審査Ⅰ 

 ④審査Ⅱ 

 ⑤交付対象者一覧、不交付決定対象者一覧作成 
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① 申請受付 

    対象となる事業者から、以下の方法により交付金の申請を受け付けること。 

 受付方法 主な事務内容 

郵送 郵送受付したもののデータ管理は、別途「②申請台帳作成・管理」で 

行うこと。 

ＷＥＢ 受託者が用意する汎用電子申請システムでの申請受付。 

委託者と協議の上申請のフォームを作成し、日々の管理運営について 

は、受託者が責任を持って取り扱うこと。 

その他 市へ直接持参されたものは委託者が受付し、受託者へ受け渡しする。 

②申請者台帳作成・管理 

  ・①で受け付けた全申請内容について、申請者台帳を作成し、管理すること。このと

き、重複申請は必ず除くこと。 

  ・申請者ごとに管理番号を付番すること。 

  ・納品用のデータ様式は、委託者と協議のうえ決定すること。 

③審査Ⅰ 

審査Ⅰは、当該補助金の交付要件である「市税の完納」及び「特別徴収の実施」若しくは

「『市から徴収の猶予若しくは換価の猶予』を受けている」ことを確認するための審査であ

る。申請者に提出を求めている【「市民税・県民税・森林環境税特別徴収義務者指定通知書

の写し」、「特別徴収未実施理由書」又は「市長名義の市税徴収猶予承認通知書の写し」（以

下納税確認用資料とする）の提出】及び【市税納付、納入状況確認への同意】の有無を確認

したうえで、下記の内容を審査すること。 

・納税確認用資料のうち、いずれかの添付がある者は、以下Ａ、Ｂの一覧表データに記

載し、納品すること。なお、Ａ、Ｂの両方に該当する者は、必ず同日に納品すること

とし、週をまたいで納品してはならない。 

  Ａ：納税確認用一覧（全件） 

  Ｂ：特別徴収未実施理由書確認用一覧（当該理由書提出者のみ） 

なお、一覧表データの記載項目は以下のとおり。（Ａ、Ｂ共通） 

  法   人 法人番号、所在地、法人名、法人名フリガナ、設立年月日、納税

確認同意の有無 

  個人事業主 住所、氏名、氏名フリガナ、生年月日、税確認同意の有無 

 ・納税確認用資料のうち、いずれの添付も確認できない者は、不備扱いとすること。

なお、この不備内容の解消は、後述する審査Ⅱにおける不備解消と同時に行うこと。 

 ・不備解消された者は、随時Ａ、Ｂに記載し、納品すること。 

 ・Ａ、Ｂの納品スケジュールは、委託者と協議のうえ決定すること。なお、最終納品

日は令和 7年 8月 8日とする。 

 ・委託者が提供する納税確認の結果を、申請者台帳に入力すること。 

④審査Ⅱ 

・ すべての申請において、申請内容・添付書類の有無を確認するとともに、「浜松市中
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小事業者等デジタル化支援事業費補助金交付要綱」に基づき、申請内容と添付書類

を突合することにより審査し、申請台帳に反映させること。 

・ 申請書受付後において申請書の内容に不備を発見した場合は、対象者に早急に連絡

し不備内容を改めること。電話のほか、郵送、E メールなどの手段を用いて可能な

限り早期の不備解消に努めること。 

・ 申請書類の不備解消のために要する通知等の作成費用、郵便料は受託者が負担する

こと。 

・ 審査の過程で申請書類の内容に疑義がある場合は、速やかに随時委託者と内容を調

整すること。 

・ 中小事業者に該当するかを審査し、該当しない者については、審査が進まないよう

台帳上管理すること。 

⑤ 交付対象者一覧、不交付決定対象者一覧作成 

・ 審査Ⅰで委託者による納税確認が完了し、かつ審査Ⅱが完了したものを、交付決

定対象者一覧として納品すること。 

・ 申請者ごとの管理番号は、②で付番したものと同様とする。 

・ 入力・作成されたデータは申請書等と突合を行い、整合性の確認を行うこと。 

・ 交付要件を満たさない者は、不交付決定対象者一覧を作成すること。 

・ 交付、不交付決定対象者の納品スケジュールは、委託者と協議のうえ決定すること。

なお、最終納品日は令和 7年 8月 29 日（金）までとする。 

 

(4) 変更申請及び届受付・審査業務  

   ①変更申請及び変更届は、以下のとおりとする。 

    変更申請：当初交付決定額に変更を及ぼす変更をする場合に受付けるもの 

         例）補助対象経費の変更による申請額の減額 

変更届 ：当初交付決定額に変更を及ぼさない変更をする場合に受付けるもの 

         例）補助金申請者名義の変更等 

   ②審査内容は以下のとおりとする。 

    ・受付方法等は、（３）①と同様とする。 

    ・審査内容は、（３）④と同様とする。 

    ・審査が完了したものは、変更交付対象者として納品すること。 

    ・納品データの様式及びスケジュールは、委託者と協議のうえ決定すること。 

 

(5)中止届受付・審査業務  

審査内容は以下のとおりとする。 

    ・受付方法等は、（３）①と同様とする。 

    ・審査内容は、（３）④と同様とする。 

    ・審査が完了したものは、事業中止対象者として納品すること。 

    ・納品データの様式及びスケジュールは、委託者と協議のうえ決定すること。 
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(6) 実績申請受付・審査業務  

審査内容は以下のとおりとする。 

    ・受付方法等は、（３）①と同様とする。 

    ・審査内容は、（３）④と同様とする。 

    ・審査が完了したものは、実績審査完了対象者一覧として納品すること。 

    ・納品データの様式及びスケジュールは、委託者と協議のうえ決定すること。 

 

(7) EB データ作成事務 

・ 委託者が行った交付確定に基づき、補助金の支払処理に必要な事項を申請者台帳に 

登録すること。 

・ 委託者が行った交付確定に基づき、申請者台帳から、送金に用いる様式（EB データ）

を作成し、納品すること。 

・ EB データの様式及びスケジュールは、委託者と協議のうえ決定すること。 

・ EB データの納品方法は、紛失・盗難等のリスクが低い方法とすること。 

詳細については委託者と協議のうえ決定すること。 

・ 口座情報の申請誤り等により振込不能となった申請者については、調査・確認の上 

 再度 EBデータを作成すること。 

・ 二重振込を防止するため、EB データの作成が完了した者は、その旨を申請者台帳に 

記録すること。 

・ 委託者が提供する支払日一覧により、支払日を申請者台帳に入力すること。 

 

(8) 通知等作成及び送付業務 

・ 各審査終了後、委託者が提供するデータをもとに通知等を印刷し、対象者へ郵送する   

こと。通知の種類は以下のとおりとする。 

      交付決定通知書 

      不交付決定通知書 

      変更交付決定通知書 

      変更承認通知書 

      事業中止承認通知書 

      交付確定通知書 

      交付決定取消通知書 

・委託者が提供するデータをもとに、各種通知の発送状況を申請者台帳に記録す 

ること。 

・ 各種通知文書のレイアウトは、委託者より提供する。 

・ 封緘前に委託者が検品する。検品の方法は、委託者と協議のうえ決定する。 

・ 送付用封筒を作成すること。作成費用、郵便料は受託者が負担すること。 

   

 (9) 事業周知業務 

  対象となる事業者に補助金の情報が的確に伝え、より多くの事業者から補助金申請が行
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われるよう、周知方法を提案すること。 

  例）チラシの作成・配付  

  例）補助金特設ランディングページの構築及び運営（構築するホームページのドメインに

は、委託者が発行するサブドメインを使用すること。ホームページの構築に当たって、

SaaS・ASP 及びレンタルサーバ等の外部サービスを利用する場合は、委託者が発行する

サブドメインの使用を前提としてサービスを選択すること。） 

例）関係団体を通じた周知 

例）その他受託者が提案する効果的な周知業務 

 

ホームページのデザインに当たっては「JIS X 8341-3:2016」を念頭にウェブアクセシビ

リティに配慮し、誰もが使いやすいページの構築に努めること。  

（参考：デジタル庁「ウェブアクセシビリティ導入ガイドブック」 

https://www.digital.go.jp/resources/introduction-to-web-accessibility-

guidebook）  

加えて、浜松市によるホームページであることが明らかに分かるよう、全ページのフッタ

ー部分などに「浜松市」「担当課名」「ウェブサイトに関する問い合わせ先（担当課、委託

事業者等）」等の情報を明記すること。 

 

 (10) 申請書類印刷・整理業務 

   補助金交付手続きが完了した申請書類（WEB で受け付けしたものを含む。）を印刷し、

委託者が指定するボックスに管理番号順に並べ保存する。ボックスには管理ラベルを添付

する。その他詳細は委託者と調整すること。整理に必要な物品等の調達にかかる費用は、

受託者の負担とすること。 

 

(11）分析業務 

    補助金申請内容の分析を行う。分析項目については委託者と調整すること。 

   委託者から依頼を受けた後、すみやかに分析結果を報告できるよう審査内容等を管理し

ておくこと。 

 

１１ 成果品  

本業務の成果品は以下のとおりとする。具体的な提出時期及び様式等は、委託者の協議のうえ

決定する。 

No 提出物 数量 媒体（形式） 

１ 業務完了報告書 一式 紙、データ 

２ 申請者台帳 一式 電子データ（Excel もしくは CSV） 

３ 申請書類 一式 紙 

４ 申請状況・審査状況報告書 一式 電子データ（Word、Excel、PDF など） 

５ コールセンター応対報告書 一式 電子データ（Word、Excel、PDF など） 

６ データ消去証明書 1 部 紙 
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１２ 提出物 

本業務の提出物は以下のとおりとし、納品すること。 

No 提出物 数量 媒体（形式） 提出時期 

１ 業務予定表  1 部 紙 契約後速やかに 

２ 業務責任者の届出書 1 部 紙 契約後速やかに 

３ 事務局運用マニュアル 1 部 電子データ 契約後速やかに 

４ 事務局人員体系図 1 部 電子データ 契約後速やかに 

５ エスカレーションシー

ト 

1 部 電子データ 必要に応じて 

６ FAQ 1 部 電子データ 作成後速やかに 

７ 納税確認対象者一覧 一式 電子データ 週 1 回程度 

８ 特別徴収未実施対象者

一覧 

一式 電子データ 週 1 回程度 

９ 交付決定対象者一覧 一式 電子データ 週 1 回程度 

10 不交付決定対象者一覧 一式 電子データ 週 1 回程度 

11 変更交付決定対象者一

覧 

一式 電子データ 週 1 回程度 

12 変更届提出者一覧 一式 電子データ 週 1 回程度 

13 中止届提出者一覧 一式 電子データ 週 1 回程度 

14 交付確定対象者一覧 一式 電子データ 週 1 回程度 

15 EB データ 一式 電子データ 週 1 回程度 

16 月次報告書 1 部 電子データ  

17 各種通知書 一式 紙  

18 各種通知書発送用封筒 一式 紙  

19 個人情報取扱管理責任

者届出書 

1 部 紙 契約後速やかに 

 

１３ 受託者の責務 

 業務遂行に支障がないように、体制を整えるとともに違法となるような対応をしないこと。 

 

１４ 秘密の保持 

本業務のすべての従事者は、個人情報保護法及び同法施工令並びに施行規則、浜松市電子計算

組織の運営及びデータ保護に関する規程、浜松市情報セキュリティポリシーを遵守し、別記「個

人情報の取扱いに係る特記事項」を遵守すること。また、本業務において知り得た情報について

は、本業務終了後においても第三者に漏らしてはならない。 
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１５ 貸与資料・データ等の取り扱い 

本業務の実施にあたり、受託者は、委託者から貸与された資料、データ（以下「貸与データ等」

という。）について、管理簿を作成するなど、善良な管理者としての注意義務を持って適正に保

管、管理するとともに、データの保護については万全の措置を講じることとする。また、貸与デ

ータ等については、委託者から返還の指示があった場合、必要がなくなった場合、本業務が終了

した場合は、直ちに委託者に返還することとする。 

 

１６ 情報セキュリティに関する特記事項 

（1）共通 

 本業務の従事者に対し、情報セキュリティに関する教育を実施すること。 

 本業務で使用する情報機器（クライアント端末だけでなくサーバ機器も含む）について、

次の事項を遵守すること。 

 コンピュータウイルス等の不正プログラム対策ソフトウェアをシステムに常駐させ、

パターンファイルを常に最新の状態に保つこと。 

 盗難・紛失防止のため、ワイヤーによる固定、使用時以外の施錠管理等の物理的対

策を講じること。 

 外部へのネットワーク接続は必要最低限に限定し、ファイアウォールや通信の暗号

化など必要なセキュリティ水準を検討の上、適正な回線を使用すること。なお、セ

キュリティ対策の如何を問わず、フリーWi-Fi の使用は一切認めない。 

 本業務で使用する情報システムについて、ID・パスワード等により従事者を識別し、従

事者ごとに適切な権限設定・アクセス制御を行うこと。 

 本業務の実施にあたり、機密データの送信・運搬をする場合は次の事項を遵守すること。 

 電子メール等により機密性の高い情報を送信する場合は、データを暗号化すること。 

 車両等により機密性の高い情報資産を運搬する場合は、データを暗号化し、必要に

応じて鍵付きのケース等に格納すること。 

 本業務の完了時には、受託者の責任において本業務に関する全てのデータを復元不能な

状態で消去し、データ消去証明書を提出すること。 

（2）クラウドサービスの利用について 

 本業務の実施にあたって、クラウドサービスを利用する場合は政府情報システムのためのセ

キュリティ評価基準（ISMAP）に登録されたサービスを利用すること。ISMAP に登録されていな

いサービスを利用する場合は、当該サービスについてサービス提供元から「浜松市 ASP・SaaS セ

キュリティチェックリスト」を徴収し、委託者に提出の上、当該サービスの利用の可否について

確認を受けること。 

（3）自社サーバの利用について 

 本業務の実施にあたって、自社サーバを利用する場合、当該サーバ（サーバ上で利用してい

る外部サービスを含む）について、「浜松市 ASP・SaaS セキュリティチェックリスト」を作成し、

委託者に提出の上、当該サーバの利用の可否について確認を受けること。 
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１７ その他の事項 

(1) 本契約の定める事項について疑義が生じた場合又は本契約に定めのない事項については、

委託者と受託者とが協議の上、定めるものとする。 

(2) 本業務の実施に当たり、受託者と第三者との関係において問題が生じた場合には、遅滞な

く、委託者に報告するとともに、受託者の責任において対処するものとする。 

(3) 本業務のため作成し、配布・公表する資料等の内容及びデザインは全て委託者と協議の

上、決定すること。また、委託者は校正を必要回行うことができる。 

(4) 受託者は事業内容と情報取扱いの周知徹底に努めること。また、それに反した行為に対す

る措置を予め示し、事業が目的及び趣旨に反するものにならないようにすること。 

(5) 受託者は、常に委託者と密接な連携を図り、効率的進行に努めなければならない。 

(6) 当委託事業における経緯、資料等はすべて明確にしておかなくてはならない。 

(7) 途中で委託業務の仕様を変更する必要が生じた場合は、委託者と受託者で協議の上、合理

的な範囲内でこれを変更することができる。 

(8) 疑義が生じた場合等は委託者と連絡調整を行い、その指示等を適切に行うこと。 

 


